
（公印及び契印省略） 

総 情 企 第 5 3 号 

令 和 ８ 年 ６ 月 19 日 

郵政民営化委員会 

委員長 山内 弘隆 殿 

総務大臣 林 芳正 

郵政民営化法等の一部を改正する法律附則第２条第１項の規定等に基

づき政府において検討を加えることとされている事項に係る調査審議

について（要請） 

令和８年６月 19 日に郵政民営化法等の一部を改正する法律（以下「改正法」

という。）が成立したところ、改正法附則第２条第１項において、政府は、改正

法の公布後２年を目途として、日本郵政及び日本郵便の合併について積極的に

検討するとともに、日本郵政グループの組織の在り方、同グループにおける郵便

局ネットワークの維持に要する費用負担の在り方等について検討を加え、その

結果に基づいて必要な措置を講ずるものとされている。 

また、同年６月 11 日の衆議院総務委員会において決議された「郵政事業に係

る基本的な役務の確保等に関する件」において、政府は、改正法の施行後３年ご

とに、郵便窓口等関連交付金に関する制度の在り方について検討を加え、その結

果に基づいて必要な措置を講ずることとされている。 

政府がこれらの措置を講ずるに当たり、これまで各種の意見や所見を提示し

てきた郵政民営化委員会において、調査審議を行うことを要請する。 
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参照条文等 

 

○郵政民営化法等の一部を改正する法律（抄） 

附 則 

（検討） 

第二条 政府は、この法律の公布後二年を目途として、郵政民営化法第七条の二

第一項に規定する郵政事業に係る基本的な役務の確保を図る観点から、日本

郵政株式会社及び日本郵便株式会社の合併について積極的に検討するととも

に、日本郵政株式会社、日本郵便株式会社、郵便貯金銀行（同法第九十四条に

規定する郵便貯金銀行をいう。）及び郵便保険会社（同法第百二十六条に規定

する郵便保険会社をいう。）の組織の在り方並びに郵便局ネットワークの維持

に要する費用に係るこれらの株式会社の間の負担の在り方等について検討を

加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

２ （略） 

 

○郵政事業に係る基本的な役務の確保等に関する件 

（令和８年６月 11 日 衆議院総務委員会決議） 

 

政府は、郵政民営化法等の一部を改正する法律の施行に当たり、次の事項につ

いて配慮すべきである。 

 

本法の施行後三年ごとに、それぞれの法律の施行の状況、郵政事業を取り巻く

社会経済情勢の変化等を勘案し、独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便

局ネットワーク支援機構法第十八条の六第一項の郵便窓口等関連交付金に関す

る制度の在り方について、国民の理解を得られるようにするとの観点を踏まえ

つつ検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずること。 

 

右決議する。 


